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加藤 貞仁

１．はじめに 

１.１ 浜松市の紹介 

豊かな自然に恵まれたまち、浜松。北は、赤石山系、東は一級河川の天竜川、南は遠州灘、西に

は、観光資源豊かな浜名湖と四方を異なる環境に囲まれ、この多様な自然が織り成す美しい風景は、

数々の景勝地を生み出している。市域は、図 1のように、東に約 52ｋｍ、西に約 73ｋｍと南北に長く、

市域面積は、1,558.06 平方キロメートルと、岐阜県高山市に次いで全国第２位となっている。 

また、本市が誕生したのは明治４４年、当時の人口は、わずか 36,782 人であったが、周辺市町村

との合併等により、着実に人口は増加し、昭和 57 年には約 50 万人、平成８年には中核市に移行す

る中で、平成１５年には６０万人を達成した。 

その後、図 2 のように、平成１７年７月１日に天竜川・浜名湖地域１２市町村との合併により、７の行

政区に再編され、人口は８０万人を超えるとともに（808,978 人 H27.8.1 現在）、静岡県第１位の人口

を持つ新浜松市が誕生し、平成１９年７月１日には、全国で１６番目となる政令指定都市に移行した。 

１.２ 浜松市における連続立体交差事業について 

本市では、過去、２箇所の連続立体交差事業を実施している。ＪＲ浜松駅を中心とした東海道本線

連続立体交差事業は、事業延長5.33ｋｍを昭和４６年度から昭和５５年度にかけて実施し、併せて浜

松駅周辺土地区画整理事業を実施することにより、本市の玄関口として相応しい都市機能の充実が

図られた。 

遠州鉄道鉄道線連続立体交差事業は、東海 

道本線の高架化に引き続き、昭和５５年から昭和 

６１年にかけ、現在のＪＲ浜松駅西側、新浜松駅を 

起点に事業延長 2.64ｋｍ区間において、第１期 

目の事業を実施し、交通の整流化はもとより、高 

架下空間では賑わいを創出する等、高度成長期 

における本市の発展に大きく寄与したものである。 

なお、以上の内容を図 3 に示す。 

図１ 浜松市 図２ 合併前 12 市町村 

図３ 過去の事業 



１.３ 遠州鉄道鉄道線について 

遠州鉄道鉄道線は、新浜松駅を起点に本市の中心 

部を縦断し、終点駅の西鹿島駅を結ぶ単線の鉄道線 

であり、遠州鉄道㈱が運行し、通称「赤電」（写真 1）と 

して親しまれている。全線延長約１７．８ｋｍの中で計１８ 

駅を有し、起終点を結ぶ運転時間が約３２分と短時間で 

あることから、通勤通学はもとより、本市北地域から市中 

心部へ集う重要な交通手段であり、広く市民の足として 

利用され、年間乗降人員は、約１,９００万人であり、図 4 

に示す。 

２．事業の背景・目的 

浜松市都心部では、ＪＲ浜松駅を核とした東海道本線（S46～S55）と第１期目の遠州鉄道鉄道

線連続立体交差事業（S55～S61）を契機として、中心市街地の基盤整備が行われ、都心としての

高次都市機能の集積が進んできた。しかしながら、モータリゼーションの進展や市街地の外延化

の進行にともない、周辺地域に都市機能が分散する傾向にある中で、都心部と行き交う交通量の

増加が顕著であった。これにより、都心部を結ぶ道路では、交通混雑が課題であり、人の移動や

物流などの都市活動に支障をきたしていた。特に遠州鉄道鉄道線沿線市街地は、平面鉄道であ

ることから、都市計画道路等の基盤整備が遅れ、円滑な交通処理が困難な状況にあり、道路交通

の円滑化、市街地の分断解消等を目的とした抜本的な都市基盤の整備改善が必要であった。そ

の中でも遠州鉄道鉄道線駅周辺地区は、都心部に交通至便な立地条件にあることから無秩序な

市街化の進行に加え、鉄道による地域分断、土地利用の混在等生活環境の悪化、さらに道路も

狭く防災上からも問題である等、様々な課題を抱えていた。これら問題点の改善策の一つとして、

遠州鉄道鉄道線の高架化に併せ都市計画道路有玉南中田島線を一体的に整備することで、東

西都市計画道路の整備促進を図り、地区内の生活道路における通過交通の減少に期待ができ、

交通の整流化を図ることが可能であると考えた。また、写真 2 の上島駅付近では、上島駅周辺土

地区画整理事業も併せて実施することにより、バスとの連携、駐輪場の充実等、駅周辺整備を促

進し、駅周辺施設利用者の増大が考えられる。これにより、自動車利用者の移動手段の変更を促

し、都市または地域レベルでの道路交通混雑の緩和が期待でき、さらには、駅を中心とした快適

で安全な地区生活拠点を形成する可能性も充分 

に考えられるものである。 

このようなことから、交通機能の向上、土地利用 

の促進及び空間の確保のため、第１期遠州鉄道 

鉄道線連続立体交差事業を延伸し第２期目の遠 

州鉄道鉄道線連続立体交差事業を計画したもの 

である。 

写真 2 上島駅付近 

写真 1 遠州鉄道鉄道線 図 4 路線図 



３．事業概要 

本事業は、上述に説明した第１期目の連続立体交差事業を終点側に延伸するものであり、本市

では「第２期事業」と呼んでいるものである。事業延長約３．３８ｋｍの中で、写真 3 に見られるような、

除却対象踏切数は、２１箇所にのぼり、全区間約 124,548 台時／日の踏切遮断交通量が解消され、

併せて１７路線の道路との立体交差化が図られる。 

また、本事業区間中 2,566ｍ区間は、（都）有玉南中田島線（計４車線）の道路中央部に位置する

ものであり、図 6 に示すものである。同都市計画道路を立体的に並行して整備することにより、交差

点部の一般的な交通処理が可能であることのほか、効率的な沿道土地利用も可能となる。 

なお、本事業は、現道路区域及び現鉄道区域内によるものであり、用地買収・物件補償の必要は

無く、コスト縮減はもとより、計画的な工程を構築することが可能であった。 

なお、本事業の概要を表 1 に示すものとし、事業箇所等を図 5 に示すものとする。 

・事業区間   助信駅～馬込川北付近 約 3.3km 

・事業期間   平成 16 年度 ～平成 25 年度（平成 24 年 11 月 24 日高架切替） 

・事 業 費    約 196 億円 （都市側負担：約 171 億円、鉄道側負担：約 25 億円） 

・除却踏切   21 箇所（全箇所１種踏切） 

・踏切遮断時間   一箇所当たり 平均約 2.2 時間／日 

・交差道路   17 路線（都計道 3 路線，市道 14 路線） 

・高 架 駅    助信駅、曳馬駅、上島駅 

・関連事業    （都）有玉南中田島線、上島駅周辺土地区画整理事業 

・高架方式    別線・仮線方式（起点部・終点部） 

・基本負担率   当初 7%(H16～H18) C 地域、変更後 8%(H19～H25) B 地域 

・費用対効果   Ｂ／Ｃ＝１．３５（事後評価時） 

・事 業 者   都市側：浜松市（H18 までは静岡県）、鉄道側：遠州鉄道株式会社 

図 6 完成イメージ図 5 事業箇所図 

写真 3 踏切部状況 

表 1 事業概要



４．事業の経緯 

  本事業は、平成元年度に連続立体交差可能性調査を実施し、事業化に向けた準備がスタートし

た。平成１０年４月には、事実上の事業化といえる「新規着工準備箇所」に採択され、都市計画決定

（変更）、工事施行協定締結の後、平成１６年１２月に工事着手した。事業スタート時の事業主体は

静岡県であるが、平成１９年４月１日に、本市が政令指定都市に移行したことに伴い、事業主体が本

市に移譲された。その後、平成２４年１１月２４日に計画線路に切替を完了すると共に、既設線路を

撤去し、平成２５年度において事業を完了した。なお、事業の経緯を表 2 に示すものとする。 

平成元 ･2 年度  連続立体交差可能性調査 

平成 10 年 4 月  新規着工準備箇所 採択 

平成 14 年 6 月  都市計画決定、鉄道事業法第６１条申請許可 

平成 16 年 10 月  都市計画変更決定、工事施行協定締結 

平成 16 年 11 月  都市計画事業認可取得 

平成 16 年 12 月  工事着手 

平成 19 年 4 月  浜松市の政令指定都市移行に伴い、静岡県から事業移譲 

平成 19 年 4 月  都市計画事業認可取得（浜松市に事業主体変更）、変更施行協定締結 

平成 22 年 3 月  変更施行協定締結（事業期間延伸）、都市計画事業認可変更 

平成 24 年 11 月   計画線路切替完了 

平成 26 年 3 月  事業完了（平成２５年度） 

５．事業の特徴 

５．１ 平面ルートの決定

本事業の平面ルートは、経済性、構造面（１期高架線路との整合性・道路幅員構成・交差点処理）、

土地利用、住民意向の観点から、以下の４点についてルートを検討し、最も優れるＤ案に決定した。 

図 7  現鉄道敷へのルート案                        用地補償費：約 129 億円 

図 8  現道路西側より東に４車線道路を設定するルート案      用地補償費：約 133 億円 

図 9  道路外別ルート案                            用地補償費：約 201 億円 

図 10 道路中央ルート案                                 用地補償費：無し 

ここで、図 7は現在線路上に、図 8は現在線路東側に鉄道高架化し、別途並走して計画されてい

る都市計画道路幅員（Ｗ＝27.０ｍ）を確保するため、幅７ｍの用地を新たに必要とするものであり、図

9 は、現況とは全く相違する位置にルート選定するものである。これらはそれぞれ、用地取得費を要

するものであるが、図 10 は現況区域（道路＋鉄道）の中で、計画道路中央部に高架化し、その両側

に車線を設けることによって現道内での事業が可能であり、用地取得を要しないものである。 

図 9 現道区域 20ｍ
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表 2 事業の経緯



５．２ 道路縦断占用

５．１において選定した、図 10の道路中央ルート案の場合、道路縦断占用が生じる。このことにより、

図11に示すように、延長2,566ｍ区間において、鉄道事業法第６１条（ただし書き）による許可が必要 

となり、以下に同法適用の内容を説明する。 

なお、本許可を得る際に最も重要であったのが、高架施設下に鉄道用地を再配置させることであ

り、これについては、図 12 に示すように、鉄道高架構造物（橋脚）が地表面にて収まる幅の概ね３．０

ｍを配置させるものとし、旧線路用地と新鉄道用地とを等価にて交換する処理を行った。 

○鉄道事業法第６１条の内容 

鉄道事業法第６１条では、「道路との輻輳(ふくそう)により、大量・高速交通機関としての鉄道の特

性を失うことから、専用の敷地を確保した上でそこに鉄道線路を敷設することを原則」とし、鉄道と道

路との縦断占用を認めていない。 

   「ただし、やむを得ない理由がある場合において国土交通大臣の許可を得たときは、この限りでな

い」とあり、本事業では、このただし書きの適用により国土交通省に鉄道と道路との縦断占用許可申

請をし、許可を得た。 また、ただし書きの適用とは、「やむを得ずその一部を道路に敷設せざるを得

ない場合には、特別の許可を受けてこれを行うことができる」とされ、やむを得ない理由とは、「規制

市街地等において、鉄道線路を敷設するための専用の敷地を確保すること、河川に専用の鉄道橋

を架橋すること等が極めて困難かつ不経済であるような場合」であるとされている。 

※上記「 」内：出典『逐条解説 鉄道事業法』（編著：鉄道事業法研究会） 

○道路縦断占用許可配置図 

５．３ 都市側事業者が直接の施工主体 

本事業（第１期事業も同様）の大きな特徴として、土木構造物（上下部工）、駅舎建築工事等、主

たる鉄道施設の建設工事を都市側施行者が自ら施工し、軌道・電路・信号通信工事等、列車運行

に直接関連する工事を鉄道事業者が施工するといった役割分担にて実施したことである。これは、

当初の工事施行協定にて定めたものである。このように都市側施行者が主要構造物の建設を担うこ

とで、本市職員の技術レベルの向上はもとより、①事業の進捗状況把握が容易、②設計・積算を自ら

行うため、事業費の透明性確保が図られるといったメリットはあるものの、③近接工事による営業線の

安全運行確保に対し、鉄道事業者との連携確保が困難な実情もあった。 
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都市側施行者の直接施工を可能とした要因は、本市及び遠州鉄道㈱、工事請負者との間におい

て、安全管理及び工事進捗状況報告等を密にする等、図 13 のように相互協力体制を構築すると共

に、関係者それぞれが各自の役割を果たしながら、高架開通に向け同じ方向性で取り組めたことで

あるといえる。 

６．事業（工事）の内容 

本事業における主たる工事内容等について、表 3 に示すものとする。 

７．最後に 

本事業の完了にあたっては、国土交通省をは 

じめとし、静岡県、遠州鉄道株式会社に感謝の 

意を表します。 

現在は、本事業と立体的に並行して計画した 

（都）有玉南中田島線街路事業、関連する上島 

駅周辺土地区画整理事業（写真 4）を実施して 

おり、早期完成を目指し、工事を中心に進めて 

いる次第であります。本事業と併せ当該２事業 

の完成を期待している市民も多く、早期完成を 

することにより、一日も早く本事業の効果を発現 

できるよう、引き続き事業進捗に努めます。 

【参考文献】 ： 『逐条解説 鉄道事業法』（編著：鉄道事業法研究会）

図 13 各事業者の相互関係のイメージ

上島駅周辺土地区画整理事業区域

写真４ 上島駅付近の現況 (都)有玉南中田島線(一部供用)

表 3 工事内容等


